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現状と課題 

 ①-1 地域維持型の契約方式（１） 

○事業環境の悪化に伴い、災害対応、除雪、インフラの維持管理等（「地域維持事業」）を担う能力のある地域建設企業が減少。 
 →このままでは地域社会の維持に不可欠な最低限の維持管理等までもが困難となる地域が生じかねない状況。 
○地域の維持管理等が将来にわたって持続的に行われるよう、入札契約制度においても担い手確保に資する工夫が必要。 

除雪の採算性 【福島県宮下地区建設業協同組合の例】

他の事業で赤字を補うことも困難に 

地域維持事業の低い採算性 

【福島県宮下地区建設業協同組合の例】
事業所数の減少率（H11→H18地方圏）

中核となる建設企業の大幅減、小規模化・零細化（地方圏で顕著） 

担い手企業の小規模化 

不調・不落の増加 

除雪の採算性
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事業所数の減少率（H11 H18地方圏） 
【出所：総務省「事業所・企業統計調査」（H11・H18）】 
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地域建設企業の特長 地域維持事業における都道府県の将来的な懸念 
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○すぐ確実に現場に到達して活動 

0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80%  90% 100%

除雪 

災害対応 

インフラの維持管理 

○地域の事情に精通し的確に対応 

○被災者雇用の維持 

現時点で支障あり  現時点で支障ないが将来的に懸念  将来的にも懸念なし  不明 

 （除雪） 【北陸４県・市町村】 （H１９）１１９件，（H２０）１８３件，（H２１）１８６件 

 出所：国土交通省「建設企業の災害対応、除雪、インフラの維持管理等に関するアンケート」及び北陸地方整備局（平成23年1月）  83 
不調・不落の増加 



課題を踏まえた対応の方向性

 ①-2 地域維持型の契約方式（２） 

 
 
 
 

① 地域維持事業※に係る経費の積算において、実態に即した適切な費用計上を行う。         ※災害対応、除雪、インフラの維持管理 

         

② 地域に不可欠な維持管理を適切に行い得る担い手の確保が困難となるおそれがある場合には、施工の効率化と施工体制の安定的 
確保の観点から 地域の実情を踏まえ 契約方式を 夫する 

 
 

  確保の観点から、地域の実情を踏まえつつ、契約方式を工夫する。
  （例えば、一括契約、複数年契約、地域精通度の高い建設企業（地域維持型の建設共同企業体等）との契約等） 
  

③  契約は、適正な競争のもと、透明性の高い契約手続を通じて行う。 

 
   一括契約のイメージ例 

（例１） 
  雪寒地域において、通常の維持管理業務と除雪業務を一括受注できれば、
年間を通じて人や機械を遊ばせる となく効率的に使う とができる （複数年）

地
域
維

新
タ
イ

＜一括契約＞ 
人や機械を両方で有効活用できる 

（例２）  ＜道路巡回・河川巡視の一括契約＞

年間を通じて人や機械を遊ばせることなく効率的に使うことができる。
 

    ＜降雪期＞                         ＜その他期間＞ 
     （個別）                                    （仕事なし） 
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除雪業務＋除草、維持補修等 

（例 ）

 道路巡回と河川巡視を一括受注できれば、１台のパトロール車・運転手で
両方の業務を効率的に行えるようになる。 
＜道路巡回（個別）＞   車両１台＋運転手１名＋技術者１名 
＜河川巡視（個別）＞ 車両１台＋運転手１名＋技術者１名 

＜道路巡回 河川巡視の 括契約＞

 車両１台＋運転手１名＋技術者２名 
     

 〔△車両１台、運転手１名〕 
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（例３） 
 道路のＡ区間とＢ区間を一括受注できれば、１台の除草車で両方の区間
の業務を効率的に行えるようになる。 
＜Ａ区間の除草（個別）＞  除草車１台＋作業員１名 
＜Ｂ区間の除草（個別）＞  除草車１台＋作業員１名 

＜Ａ区間・Ｂ区間を通じた一括契約＞ 
  除草車１台＋作業員１名 
△除草車１台、作業員１名 
ただし、作業時間は延長 

目
的
と
し
た

業
体
（
Ｊ
Ｖ
） 

（複数年） 
契約 

 地域社会の維持、災害対応空白地帯の発生防止 
目指すべき姿 
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現状と課題

 ②-1 保険未加入企業の排除（１） 

現状と課題

 ○建設投資の減少の中、技能労働者の処遇低下、若年入職者の減少 
 ○適正に保険加入し、人材育成を行う企業ほど競争上不利 

 
  

経営、雇用状況の変化 
 
 

 
 
雇用形態 給与支払形態経営状況

 
 
    

社会保険等の加入状況 
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           出所：財務省「法人企業統計」 

※資本金10億円以上の企業では 総

                                                     

 
 
 
 
                                                                                                 

 
                                                                                                 

 
 
 

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」                                                                                                   

 

 
     出所：「経営事項審査」（Ｈ22） 

※下請企業は不明 

 

 
 

出所：国土交通省「公共事業労務費調査」（Ｈ22） 
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※資本金10億円以上の企業では、総
利益率は13%程度から11%程度に低
下、販管費率は8%前後で安定的に
推移 



 ②-2 保険未加入企業の排除（２） 

目指すべき姿行政、元請企業、下請企業が一体となった取組

 
 
 

 
 
 
 
①許可更新時の加入状況確認 
 

行政、元請企業、下請企業が 体とな た取組

社会保険担当部局との

○建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保 

○企業間の健全な競争環境の構築 

１．行政による指導監督方策 

 
  
 

 
 
 
 

②公共工事参加者の加入状況確認 
 
③建設業担当部局による立入検査 

社会保険担当部局との

連携による加入徹底 

２ 元請企業における徹底方策

 
  
 ○周知・啓発期間：１年程度 
 ○排除方策の進め方 
  ・大規模工事から順次拡大  

スケジュール

  

 

 
  ○元請企業による下請指導←行政によるチェック 
 ○元請企業による下請指導責任の明確化 
 ○下請企業の保険加入状況のチェック、指導 
※施工体制台帳 建設現場の作業員名簿等を活用

 

２．元請企業における徹底方策

社会保険等の加入状況 

企業単位 

  ・５年目途で目指すべき姿に 

  ※施工体制台帳、建設現場の作業員名簿等を活用

○加入義務のある許可業者について 
 

       １００％ 
○下請企業による保険加入の徹底 
○下請企業 再下請企業の保険加入の徹底

３．下請企業における徹底方策 

 
 
○製造業相当の加入状況を目指す 

 ○下請企業、再下請企業の保険加入の徹底
 ○労働者単位の加入状況の効率的なチェック 
 ・建設業者団体による労働者の加入状況のチェック等 

労働者単位 

 (参考）製造業の加入状況 
  ・雇用保険       ９２．６％ 
  ・厚生年金保険 ８７．１％ 
 

※雇用者数（雇用保険は役員を除く）に占める被保険

 
  ○法定福利費が適切に流れる取組み 
・見積・契約額における労務費・法定福利費計上を周知徹底等

派生する課題への対応 

※雇用者数（雇用保険は役員を除く）に占 る被保険
者数の割合 

出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業年
報」、 「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」（H21） 

 

 
 
 
 

 ・見積・契約額における労務費・法定福利費計上を周知徹底等
 
 ○一人親方が増加しないようにする取組み 
 ・請負及び雇用に関するルール（偽装請負の禁止等）の周知徹底等 
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 ②-3 請負、労働者派遣及び偽装請負について 

○ 偽装請負とは 「請負 と う契約方式をと るが 実態は「労働者派遣 態 業務を行う と○ 偽装請負とは、「請負」という契約方式をとっているが、実態は「労働者派遣」の形態で業務を行うこと。
○ 建設業務（現場で直接生産に携わる技能工の業務等）については、労働者派遣は禁止されている。 
○ 偽装請負の問題点としては安全衛生等の責任があいまいになり、危険防止措置が十分に講じられないまま、  
      労働者が労働災害にあう等のおそれが高まること。 

１．請負  ２．労働者派遣 

３．偽装請負 
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基幹技能者制度

 ②-4 基幹技能者の確保・育成・活用について 

基幹技能者が優れている点

 ○概要：基幹的な役割を担う建設技能労
働者の講習資格制度（建設業法施行規
則） 
○役割：建設現場で総括職長として 安全

技術者 

基幹技能者が優れている点

 ○役割：建設現場で総括職長として、安全
管理、品質管理等について、横断的な調
整、指導 

 ○要件：実務経験１０年以上、職長経験３
年以上、最上級の技能資格取得等

基幹技能者  他の職長等 他の職長等 

年以上、最上級の技能資格取得等
 ○現状：２７職種、２７，３９７名 (平成23年1
月31日現在） 一般の技能者等  一般の技能者等 一般の技能者等 

組
出所： (社)建専連 「登録基幹技能者の評価・処遇に関するアンケート調査」（平成２１年度）

民間の取組み 

○基幹技能者の職種ごとの育成、確保 

○基幹技能者の有効性のＰＲ 

げ

出所： (社)建専連 「登録基幹技能者の評価 処遇に関するアンケ ト調査」（平成２１年度） 

○優秀な基幹技能者の年収600万円への引上げ（日建連）

官民一体となり推進協議会を組織、取組を推進官民一体となり推進協議会を組織、取組を推進

○生産性の向上、 
  品質・安全確保 ◆建設技能労働者へ 

の目標像の提示

国土交通省の取組み 
 

○基幹技能者の職種の充実 

官民 体 なり推進協議会を組織、取組を推進官民 体 なり推進協議会を組織、取組を推進

○技能労働者の 
    処遇改善 

の目標像の提示 
 
◆建設技能の承継 

幹技能者 職種 充実

 

○公共工事における基幹技能者の評価 
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公共事業労務費調査における技能資格保有者の賃金水準

 ②-5 公共事業労務費調査の人材確保・育成への活用 

公共工事
登録基幹技能者

公共工事
登録基幹技能者

公共事業労務費調査における技能資格保有者の賃金水準
（資格取得のインセンティブ、キャリアパスへの活用検討） 

職種 
公共 事
設計労務単価 
（全国単純平均） 

１級技能士 
登録基幹技能者

（基幹技能者を含む） 
職種 

公共 事
設計労務単価 
（全国単純平均）

１級技能士 
登録基幹技能者 

（基幹技能者を含む） 

造園工 14,796 
+9% ～ +13% 

－ 普通船員 16,406 － 
+14% ～ +19% 

（１級造園技能士） （登録海上起重基幹技能者）

とび工 15,347 
+4% ～ +6% +7% ～ +13% 

型わく工 15,470 
+3% ～ +5% +4% ～ +9% 

（１級とび技能士） （登録鳶・土工基幹技能者） （１級型枠施工技能士） （登録型枠基幹技能者） 

電工 15,628 － 
+15% ～ +20% 

内装工 15,334
+3% ～ +8% 

－ 電 , 内装 ,
（登録電気工事基幹技能者） （１級内装仕上げ施工技能士） 

鉄筋工 15,226 
+3% ～ +4% 

－ ガラス工 14,713 
+6% ～ +11% 

－ 
（１級鉄筋施工技能士） （１級ガラス施工技能士） 

+4% ～ +7% +5% ～ +11% +3% ～ +8%
塗装工 15,009 

+4% ～ +7% +5% ～ +11%
保温工 15,517 

+3% ～ +8%
－ 

（１級塗装技能士） （登録建設塗装基幹技能者） （１級熱絶縁施工技能士） 

高級船員 20,685 － 
+8% ～ +13% 

（登録海上起重基幹技能者） 

※平成22年度公共事業労務費調査のデータの有効標本のうち、集計に必要な資格保有者の標本数が集まった
職種について、職種毎の都道府県別の平均額と資格保有者の平均額の差を全国加重平均し、標本誤差を加
減して算定。 
  「－」覧は該当資格なしまたは標本が集まらなかったもの 
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現状と課題 

 ③-１ 技術者データベースの整備（１） 

 ○ 建設業の新規入職者数は減少しており、担い手となる技術者の世代交代の中で、優秀な技術者の確保、育成は喫緊の課題 
 
 ○ 工事の品質確保のためには、技術者の適正配置が重要であるが、技術者に係る監督処分は後を絶たない状況。  
    特に民間工事においては十分な確認が行われていない状況。 適正な施工や安全、環境に支障をきたすおそれ。 

監理技術者の年齢構成 学歴別建設業新規入職者数 

△27％ 50歳以上が5割超 

高卒理工系△45％ 
技術者等の情報の管理について技術者の監督処分件数 技術者等の情報の管理について

300 
400 
500 

専任技術者 

監理技術者 

主任技術者

399 

307 

技術者の監督処分件数

0 
100 
200 

主任技術者 

不明 

24  26 42 

（件） 

2011/6/24  （H18～H22年度の件数） 

（件）
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課題を踏まえた対応の方向性（１） 

 ③-2 技術者データベースの整備（２） 

◎技術者に関するデータベースの整備 

住基ネット 
 

指定試験機関 
（資格情報） 

講習等実施機関 
 

建設会社が提出する 
工事経歴書など 

発
注
者

本人性情報  資格情報  各種学習等履歴 

技術者データベース 
ア
ク
セ
ス

等 

所属建設企業情報  現場配置情報 

ス 

更新のための項目 

技術者の適正配置の確認に不可欠な情報は厳正に審査し登録 
（本人性、所属企業、資格、更新のための項目） 
その他有効な情報（ＣＰＤ等）はそれぞれ課題を踏まえた検討を実施 登録データ確認、経歴証明等 

現場配置情報（工事実績）の蓄積 

監理技術者等 

登録申請 
（初回のみ） 
  

登録 

審査

 

更新 
登録情報の追加 

一定周期 

ＤＢ登録・更新の流れ ＤＢ登録・更新の流れ 

更新の要件として技術力の維持向上の
取組を確認（登録講習の受講に加え
複数の選択肢を用意） 
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○○  技術者の資質・技術力向上のインセンティブの付与技術者の資質・技術力向上のインセンティブの付与  

○○  優秀な技術者の確保・育成優秀な技術者の確保・育成  
目指すべき姿 



 ③-3 技術者データベースの整備（3） 

課題を踏まえた対応の方向性（２） 

専任が必要な 
事（イメ ジ）

データベースによる技術者適正配置の推進 

工事（イメージ）
監理技術者  主任技術者 

現在システム上で公共 工事実績情報現在システム上で
「専任制」の確認が可能な工事 

公共
工事 

民間

工事実績情報
システム 
対象工事 

民間
工事 

監理技術者情報のデータベース化 

    ・確認行為の効率化 
    ・不正表示等の防止 

技術者の配置情報を収集することにより、 

民間工事についても、システム上で、専任の確認
が可能

データベースの対象を主任技術者まで拡充 
→ 確認行為の効率化、不正表示の防止 
→ システム上で専任の確認が可能。 
   （段階的な拡充が有効） 

が可能。
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○ 適切な確認方法の導入による適正配置の確保  

（不良不適格業者の排除による健全な競争環境の実現） 
目指すべき姿 



業種区分の点検の必要性 

 ③-4 業種区分の点検 

○建設工事は多種多様な専門的技術の組合せにより行われており、業種別許可制度を採用 
○現在の業種区分は、昭和46年に、施工技術の相違や取引慣行、業界の実態等より設定 
○40年が経過する中で、実態と乖離しているおそれ 

 

 
 

 

 

 

2011/6/24 

業種別許可業者数の推移 

課題を踏まえた対応の方向性 

◎業種区分の点検 ○ 時代のニーズや経営環

目指すべき姿 

業種区分の点検の視点を整理し点検を行い、必要な見直しを検討 

（建設業界の意見も聴取し、総合的な観点で検討） 

境の変化に対応した技術者

制度の適切な運用 
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現状と課題

 ④-1 ダンピング対策の強化 

25 325

30 

低価格入札の発生率 
（％） 

予定価格の事前公表（都道府県の３６団体） 

くじ引き落札の多発 

事前公表 事後公表

入札行動のゆがみ 

分

25.3

10 

15 

20 

25 
都道府県発注工事 

国土交通省直轄工事 事前公表    事後公表
 １３．５％       ５．７％ 

＞  最低制限価格 

応札者の 
約６割が 
集中 

分
布 

3.3 
0 

5 

17年度  18年度  19年度  20年度  21年度 

国土交通省直轄工事

低 札価格調査基準価格
２．４倍 
 

【横浜市データ】 

０ 予定

低入札価格調査基準価格
（国並み水準以上に設定している自治体の割合） 

都道府県 

指定都市 ０ 予定 
価格 ±1% 

37.4 

0  20  40  60  80  100 
（％） 

指定都市 

市区町村 

 
・調査基準価格を、国の調査実績に基づく水準に見直し        ・予定価格等の事前公表の取りやめ 

課題を踏まえた対応の方向性 

 
 
 

 
 
 
 

調査基準価格を、国の調査実績に基 く水準に見直し 予定価格等の事前公表の取りやめ

工事の品質確保、下請へのしわ寄せ防止 等  94 目指すべき姿 



 ④-2 落札決定の効率化（段階選抜方式） 
現状と課題 

総合評価の技術提案・審査に多くのコストを要している（H21） 

予定価格の

営業利益率 
（平均）15

20 

18.4 

（者） 

平均入札参加者数（国土交通省直轄のWTO対象工事※） 

予定価格の

７．１％ 分の
コスト 

（平均）
０．６％ 

5 

10 

15 

6.4 

予定価格の7 1%が受発注者全体のコストとな ている0 
17年度  18年度  19年度  20年度  21年度 

予定価格の7.1%が受発注者全体のコストとなっている。 
 （平均入札参加者数18.4者※の場合の試算）  

建設企業の営業利益率は0.6%。 
 （2010年7月 日建連法人会員決算状況調査） ※国土交通省（港湾空港を除く）発注の一般土木工事 

 
 

段階選抜のイメージ 

入札契約手続に要した審査コスト（発注者）及び技術提案コスト（建設企業） 
は、最終的には、国民負担の増加につながるおそれ。 

多数の工事において、多数の企業が、多数の技術提案を
作成。 

平均入札参加者
数が18.4者 

課題を踏まえた対応の方向性 

 
 

落札

（
広

く

競

争

応募者 

総

多数の技術提案を審査 

業界全体のコストアップ 発注者 

工事1 

工事2 

提案コスト  提案コスト  提案コスト  ･･･････････ 

提案コスト  提案コスト  ･･･････････  ･･･････････ 

A社  B社  C社  D社 

建設業界 

 
 
  

参

加

者

を

募

５者程度 

１者 

簡易な 
技術審査 

総合評価
（価格・詳細な 
技術審査） 

審査コストの増加  公共調達コストの増加 

工事3  提案コスト  ･･･････････  ･･･････････  ･･･････････ 

受発注者の手続コストの縮減 

募

集

） 

 平均 
18.4者/件 

国民負担の増加 

95 目指すべき姿 



現状と課題

 ④-3 地域企業の適切な活用 

  地域企業の活用により円滑・効率的な施工 
が期待できる工事

   大規模工事や高度な技術力が 
必要な工事  が期待できる工事     必要な工事

下請として地元企業を活用することが 
有用な場合がある。 

都道府県のうち 
６ 団体で地域企業の 
活用方針がない

的確・整合的 
な運用確保 
に課題活用方針がない  に課題

課題を踏まえた対応の方向性
 
 
 

地元の下請や資材会社を活用する各地方公共団体による運用方針の策定

［地域要件］  ［地元企業活用型の総合評価］ 

課題を踏まえた対応の方向性

 

 
 
 

地元の下請や資材会社を活用する
元請を入札時に加点評価 

各地方公共団体による運用方針の策定
を促進 

目指すべき姿 
 
  

 
 
   地域企業の適切な活用による適正な施工の確保 

96 

目指すべき姿 



現状と課題

 ④-4 入札契約制度改革の推進（その他） 

・下請代金に関し、下請負人へのしわ寄せが多発 

・元請企業の倒産は下請企業の連鎖倒産につながるおそれ

下請企業の見積を踏まえた入札方式（スキ ム）

・請負契約の片務性の問題は、建設業の健全な発達と適正な施工を妨げるおそれ 

 

下請企業の見積を踏まえた入札方式（スキーム）

下請企業の見積を踏まえた入札方式

課題を踏まえた対応の方向性 

 
 
 

・下請企業の見積を踏まえた入札方式

・支払ボンドの試行導入に向けた取組 

受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定

 
 

 
 
 
  「支払ボンド」とは

・受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定

    
元請企業による下請代金の不払が生じた場合に、金融機
関が下請企業への支払を保証する保証証書（支払ボンド）
を、元請企業があらかじめ発注者に提出する仕組み。 

支払ボン 」
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１．必要性 

アジアにおけるインフラ需要
世界の建設投資の現況

 ⑤-1 海外展開支援策の強化（１） 

（単
位
：十
億

ラ需要

2010～20年で約8兆ドル超 

  日本 アジア太平洋 
中東・アフリカ
（MENA） 

GDP 54,381.3 102,551.0 17,300.0 

日本を100とした場合の割合 100 189 32

世界の建設投資の現況
（単位：億米ドル） 

億
ド
ル
） 

日本を100とした場合の割合 100 189 32  

建設投資 4,454.3 25,898.0 1,087.0 

日本を100とした場合の割合 100 581  24  

建設投資の対GDP比 8.2% 25.3% 6.3% 

日本は2010年度、アジア太平洋、MENAは2009年。

 

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）、国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議報告）においても、海外展開を推進することとしている。 

出所：ADB, ADBI “Infrastructure for a Seamless Asia” (2009)  出所：財団法人建設経済研究所「建設経済レポート・2011年4月版」 

日本は2010年度、アジア太平洋、MENAは2009年。

 
 

２ 現状

 
 
○韓国等諸外国では政府が手厚い支援策を講じている例もあり、競争が激化。 

土木・建築工事の海外受注高比較 （億円） 
25000

２．現状 

我が国建設業の海外受注実績の推移 

16000 

18000 

（億円） 

 
 

10000

15000 

20000 
日本  韓国 

10000 

12000 

14000 

 
 

（年度） 
出所： (社)海外建設協会 
    韓国国土海洋部 

0 

5000 

10000

2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007  2008  2009  2010 
2000

4000 

6000 

8000 

9.072億円 
(2010年度) 

6,696億円

2011/6/24 

 
 

出所：海外建設協会資料 

0 

2000 

1970  1973  1976  1979  1982  1985  1988  1991  1994  1997  2000  2003  2006  2009 
（年度） 

, 億円
(2009年度)  【韓国の支援策】 

「海外建設総合情報サービス網」により発注情報、建設環境情報等を提供。（155ヶ国） 
「海外建設教育訓練プログラム」の実施、教育・セミナーの実施。（年1,400人） 

「中小企業受注支援センター」における専門家による業務支援相談の実施。 
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 ⑤-2 海外展開支援策の強化（２） 

３．当面の施策の方向性 
 

 

１．契約・リスク管理の強化 

３．人材育成の強化 
 
 
 
 

・業界における人材育成体制の構築。 
・研修プログラムの作成、公開講座に対する支援。 
我が国留学生 外国人研修生等に関する海外建設人材情報デ タ 

 

 
 
 
 
 

・契約・リスク管理の重要性についての意識改革の推進。 
・国内における国際的な発注・契約方式を取り入れた公共工事の実施
の検討、試行。 
・海外建設ホットラインの拡充。 

・我が国留学生、外国人研修生等に関する海外建設人材情報データ
ベースの構築支援。 
・日本型の建設マネジメントについて経験等有する現地人材の育成。 

海 建設 ラ 拡充。
・貿易保険の活用。 

情報収集 提供の強化

４．事業初期段階からの戦略的支援・海外進出意欲の醸成 
 
 
 
・トップセールスの展開。 
・建設企業等による案件形成支援。 
建設交流会議（ＰＲセミナ ）の開催 国際見本市への参画等２．情報収集・提供の強化 

 

 
 
 
 
 

・主要国の建設環境情報やトラブル情報等を収集・提供する仕組みの
構築。 
・ＪＥＴＲＯとの連携強化

・建設交流会議（ＰＲセミナー）の開催、国際見本市への参画等。 
・融資（ＪＢＩＣ、政投銀等）の活用促進。 
・海外現地法人の海外建設工事の完成工事高等を経営事項審査の評
価の対象とする方向で検討。 

・中小企業向け相談窓口を設置するとともに、必要に応じ、専門アドバイ
ザーとの相談をアレンジ。  ５．国際建設市場の環境整備 

 
 
・途上国等にみられる外国業者に対する外資制限の緩和等、非関税
障壁の撤廃交渉（ＷＴＯ、二国間）。障壁 撤廃交渉（ 、 国間）。
・投資協定（ＢＩＴ）、経済連携協定（ＥＰＡ）の活用。 

目指すべき姿 

2011/6/24 
 
 

各企業、業界団体、政府が一体となって、 
中小建設企業等を含めた我が国建設産業の海外展開を推進 
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 ⑥-1 不良不適格業者の排除について 

現状と課題

①建設業許可業者数について 
H23年３月末現在

 
 
 
許可業者数の９８％は知事許可業者（ H23年3月末現在）

都道府県の指導監督体制と行政指導の状況  

現状と課題

②行政指導件数の推移 都道府県 国土交通省

総 数 
内 訳 

知事／総数 
大 臣 知 事 

498,806 9,735 489,071 98.0%

 
都道府県の建設業指導監督担当職員数は418人、1県あ 
 たり9人（H20年2月現在） 
 （整備局は180人、1局あたり18人（H23年4月現在）） 
  ※都道府県、整備局ともに他業務との兼任者、併任者を含む。 

500

1000 

1500 

270 324 

663  641 

985  983 

417 
171

791 
1,020  1,029 

675 

②行政指導件数の推移  都道府県 国土交通省

年間平均指導件数が50件以上の都道府県数 ５ 
 
年間平均指導件数が10件未満の都道府県数 ３４ 
うち年間平均指導件数が１件未満の都道府県数 １７

0 

500 

平成17年  平成18年  平成19年  平成20年  平成21年  平成22年 

171 

※指導件数は建設業法41条に基づく指導・助言・勧告を集計したもの。 

 うち年間平均指導件数が１件未満の都道府県数 １７
 
平成22年の平均指導件数は、１県あたり２１件 
  （整備局は1局あたり６８件） 

（①、②ともに国土交通省調べ）

国と都道府県の連携強化による排除の徹底 

課題を踏まえた対応の方向性 

【対策例】 ①建設業取引適正化推進月間等における都道府県と合同での立入検査・業者向け講習会等の実施 

       ②国から都道府県に対する立入検査要領・審査手法等などのノウハウの提供、研修会の開催 

③建設業者への立入検査を行う職員の資格の緩和       ③建設業者 の立入検査を行う職員の資格の緩和

       ④特に悪質な知事許可業者に対する国土交通省職員による立入検査の実施 

       ⑤行政庁のマンパワー不足を補完する効率的な方策の整備を検討（技術者データベース） 
100 



 ⑥-2 企業再編・転業・廃業時の支援 

現状と課題現状と課題

【現状】 
○ 地域の建設業は、過剰供給構造の中で企業の小規模化、軽量化が進み、建設企業が従来地域社会の維持のために  
担ってきた役割が果たせていない状況も生じている 担ってきた役割が果たせていない状況も生じている。
○ 他社との協業化や企業連携、合併等の企業再編、あるいは転業、廃業などへの意向は必ずしも高くない。 
 

【課題】 
○ 建設企業が持続可能となるよう過剰供給構造を是正することが必要であり、企業再編等が効果的に行われるよう、希望
する企業に対して円滑な実施が可能となる環境を整備することが必要 

課題に対応した支援策の方向性 

【企業再編等の際に必要となる事項】 
  ○ 経営状況の把握・分析や経営戦略の検討     ○ 債権債務等の法律関係の整理 

資 バ プ  ○ 企業再編等に必要な情報等の入手         ○ 資金面でのバックアップ
 

【検討すべき施策】 
① 中小企業診断士に加えて、公認会計士、弁護士など、外部専門家による支援体制の強化  
 

② 地元金融機関との連携を図ることによる資金面での対応を含めた計画の策定支援 
 

③ 合併・事業譲渡を希望する建設企業同士の情報のマッチング 
 

④ 建設企業が転業・廃業に踏み切るメルクマールとなる廃業診断マニュアルの作成④ 建設企業が転業・廃業に踏み切るメルクマールとなる廃業診断マニュアルの作成
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 ⑥-3 新事業展開時の支援について 

【現状】 
○ 建設投資の減少とＰＰＰ／ＰＦＩ、リフォーム、維持管理（インフラマネジメント）等の新たな市場の拡大

現状と課題 

○ 建設投資の減少とＰＰＰ／ＰＦＩ、リフォ ム、維持管理（インフラマネジメント）等の新たな市場の拡大
○ 新事業展開についてはこれまで期間限定の予算事業による支援のみであり、継続的な支援・フォローが不足 
 （資金助成） ・新分野等進出モデル事業（Ｈ１５～Ｈ２０）  ・建設業と地域の元気回復助成事業（Ｈ２０～Ｈ２２） 
 （相談支援） ・ワンストップサービスセンター事業（Ｈ１７～Ｈ２２） 
 

【課題】【課題】 
○ 新たな市場への参入は課題だが、新事業展開に対するノウハウが蓄積されていない 
○ 新たな市場において中心的な役割を果たしていくための能力の底上げが課題 

課題に対応した支援策の方向性 

【新事業展開を行うに当たって必要となる事項】 
○ 新事業展開を行う取組に対する継続的なフ ○企画 立案 調整能力の底上げ○ 新事業展開を行う取組に対する継続的なフォロー  ○企画・立案・調整能力の底上げ
○ ノウハウの蓄積    ○新事業展開に必要な資金の調達 
 

【検討すべき施策】 
○ 建設企業の新事業展開への継続的な支援を行う体制を構築○ 建設企業の新事業展開への継続的な支援を行う体制を構築
 

○ 建設企業が新たなノウハウを取得・蓄積するための支援体制の確立 
 

○ 優れた新事業展開への資金調達を可能とする施策 
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 ⑥-4 CMの制度化等による新たな国内市場の創設について 

【現状】

現状と課題 

【現状】 
 

○ 民間における資格制度の整備等が進められる一方、国交省でも「CM方式活用ガイドライン」（H14）を発表するなど、 
   かねてよりその導入促進の取組が行われてきた。 
 

○ ＣＭ市場は拡大傾向にあるが、公共市場における導入はあまり進んでいない。 

 
【課題】 
 

○ ＣＭ方式の共通ツールの整備、制度的制約の在り方、ＣＭ方式の普及・啓発等の課題が存在 
 

○ 建設投資が減少する中で、大手・中堅企業の高い技術力・事業企画力を生かしたＣＭ市場の開拓の余地は大きい。 

課題に対応した支援策の方向性 

【今後の対応】 
 

○ スト プロセスの透明化や適正施工の確保等の意義があるため 制度化に向けて関係する専門家の助言を得ながら○ コスト・プロセスの透明化や適正施工の確保等の意義があるため、制度化に向けて関係する専門家の助言を得ながら 
  継続的に検討することが必要 
 

○ ＣＭ方式のメリットに関する発注者の理解の促進 
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